
○ 多世代と共生しながら、高齢者等が就業や社会活動等に参加し、必要に応じて、医療・
介護を受けることができるコミュニティ作り（「生涯活躍のまち」づくり（※））の動きが見られる。
（※）１、中高年者の希望に応じた住み替えの支援、２．「健康でアクティブな生活」の実現、３．地域住民（多世代）との協働、
４．「継続的なケア」の確保、５．地域包括ケアシステムとの連携、を基本コンセプトとしたまちづくり。

○「生涯活躍のまち」に関する意向等調査の結果、71の地方公共団体が既に取組を開始している。

＜高齢者の生活基盤＞

Ø 「生涯活躍のまち」の推進意向がある地方公共団体：236団体
Ø うち、既に取組を開始している地方公共団体：71団体 （平成28年10月1日時点）

○「生涯活躍のまち形成支援チーム」を設置し、意欲的な取組を行う自治体を関係府省がバックアップ。

Ø 生涯活躍のまち形成支援チームの対象自治体 （平成29年５月26日時点）
北海道函館市、岩手県雫石町、茨城県阿見町、静岡県南魚沼市、石川県輪島市、山梨県都留市、長野県佐久市、
兵庫県三木市、鳥取県南部町、広島県安芸太田町、徳島県三好市、福岡県北九州市、大分県別府市

自治体名 取組内容

山梨県都留市 ３大学が立地する特徴を活かし、大学相互の連携、大学と地域の連携等により市民向けに生涯学習の機会等を創出。

長野県佐久市 医療機関等と連携しながら保健医療、福祉等に関する様々な教室や各種事業を実施し、医療連携・健康づくりを推進。

福岡県北九州市
国家戦略特区を活用して、50代の移住者を念頭に「シニア・ハローワーク戸畑」を通じた就労支援を行うとともに、介護
ロボットの実証実験を行っている。

（最近の代表的な取組事例）

○地域再生法を改正により「生涯活躍のまち」を制度化した他、交付金により先駆的な取組を支援。

Ø 認定された地域再生計画（生涯活躍のまち形成事業関係）数：13計画
北海道函館市、青森県弘前市、茨城県阿見町、石川県白山市、山梨県都留市、長野県佐久市、兵庫県三木市、
鳥取県南部町、岡山県奈義町、広島県安芸太田町、徳島県三好市、福岡県北九州市、大分県別府市

Ø 地方創生推進交付金の活用状況（生涯活躍のまち分野） 72事業（３県67市町）
Ø 地方創生拠点整備交付金の活用状況（生涯活躍のまち分野） 42事業（1府36市町村） ⇒計：114事業（１府３県87市町村）

（資料）内閣官房「生涯活躍のまち形成支援チーム」資料より作成

⇒「生涯活躍のまち」の取組を進めている地方公共団体数：100団体（2020年）を目指す。 14



７５歳以上の運転者による死亡事故件数及び７５歳以上の運転免許保有者１０万人当たりの
死亡事故件数（原付以上第１当事者）

○ ７５歳以上の運転免許保有者１０万人当たりの死亡事故件数は減少傾向にある
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＜高齢者の生活基盤＞



外出時の障害（複数回答）

○ 60歳以上の者が外出時の障害と感じている事柄は、「道路に階段、段差、傾斜が
あったり、歩道が狭い」「ベンチや椅子等休める場所が少ない」が多い
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＜高齢者の生活基盤＞



成年後見制度の利用者数の推移

○ 成年後見制度の利用者数は増加傾向

資料：内閣府成年後見制度利用促進委員会事務局（平成29年４月）
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＜高齢者の生活基盤＞

平成23年12月末日時点 平成24年12月末日時点 平成25年12月末日時点 平成26年12月末日時点 平成27年12月末日時点 平成28年12月末日時点

成年後見 126,765 136,484 143,661 149,021 152,681 161,307

保佐 17,917 20,429 22,891 25,189 27,655 30,549

補助 6,930 7,508 8,013 8,341 8,754 9,234

任意後見 1,702 1,868 1,999 2,119 2,245 2,461

計 153,314 166,289 176,564 184,670 191,335 203,551
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利用者の年齢階級別インターネット利用率

○ 高齢者のインターネット利用率が上昇

＜高齢者の暮らしの質の向上＞

資料：総務省「通信利用動向調査」
（注）無回答を除く

インターネットの利用機器
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○ イノベーションによる高齢者の暮らしの質の向上の例

○安全運転サポート車

H28年版厚生労働白書より

○ロボット技術の介護利用

経済産業省、厚生労働省公表資料より

○ＩＴを用いた見守り

位置情報通知サービスを用いて、家族が高齢者の居場所を確認

産業技術総合研究所ＨＰより

○ロボット・セラピーによる認知症予防

ロボットとの触れ合いによる脳機能の改善

ロボット技術を活用することで、要介護者の自立支援促進
と介護従事者の負担軽減

先進安全技術を活用して運転者の安全運転を支援する自動車の開発

「『安全運転サポート車』の普及啓発に関する関係省庁副大臣等会議」資料より
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＜高齢者の暮らしの質の向上＞



介護施設等の定員数（病床数）の推移

○ 介護施設等の定員数（病床数）は増加傾向
○ 介護・看護の理由により離職した雇用者数は平成27（2015）年に約9万人で女性が多い

介護・看護を理由による離職した雇用者数
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＜高齢者の経済状況・社会保障＞



○ 世帯主が60～69歳の世帯及び70歳以上の世帯では、他の年齢階級に比べて大きな
貯蓄を有している

○ 持ち家率も年齢階級が高くなるほど、増加している

世帯主の年齢階級別１世帯当たりの貯蓄・負債現在高、年間収入、持家率
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＜高齢者の経済状況・社会保障＞



年齢階級別ジニ係数（等価再分配所得）

○ 世帯主の年齢が60歳以上の世帯の中で、4,000万円以上の貯蓄を有する世帯は18.2％
○ 高齢者の所得再分配後の所得格差は平成23（2011）年に比べておおむね改善
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貯蓄現在高階級別世帯分布

＜高齢者の経済状況・社会保障＞



○ 日本の年金や医療・介護等のシステムのアジア中心とする諸外国への輸出の例

日本の医療の海外輸出の例

取組事例 概要

モンゴル
（社会保険実施能力強化プロジェクト）
（平成28（2016）～32（2020）年）

モンゴル政府が、日本に対して、社会保険セクターにおける関係職員の能力向上等を内容
とする技術協力を要請。ＪＩＣＡと厚労省、日本年金機構が職員を派遣し、
制度の整備や職員の実務能力の向上を目指している。

資料：内閣官房「第３回医療国際展開タスクフォース及び第２回ＡＳＥＡＮ健康イニシアチブＷＧ合同会合」（平成26年11月5日）から
日本の年金制度の海外輸出の例
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資料：ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）ホームページから

＜高齢化に対する知見の国際的価値＞


